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こころのサポーター
従業員に対し、日頃の生活状況、職場環境に関するご質問にお答
えいただき、個々人に心の健康づくりのアドバイスをお届けします。
また、部署ごとの統計資料も作成致しますので、職場環境改善へ
の対策立案も可能になります。

セクハラ、パワハラ、アカハラ相談室
経験豊富な相談員が窓口となり、苦情や相談に対して柔軟、かつ
適切な対応を行います。外部相談窓口を設けることで、安心して相
談できる環境が整い、結果的に早期対応が可能となります。

優秀糖尿病臨床医ネットワークサービス
糖尿病の方、糖尿病の疑いのある方からのご相談にお答えしたり、
糖尿病の専門医療機関を案内し、早期に適切な治療が受けられる
ようサポートいたします。

人事・労務ホットライン
心理及び労務の専門家が、休職者・復職者への対応に関するアド
バイスや就業規則上の問題解決の為のアドバイスをいたします。

法律相談サービス
不動産やお金に関する法的問題、交通事故など、法律に関するプ
ライベートな相談に対し、経験豊富な弁護士がアドバイスを行い
ます。Eメール、FAXによる24時間受付で、必要に応じて面談での
相談も可能です。

コンプライアンス通報・相談窓口サービス
通報窓口代行サービスのほか、法的な悩みにも対応できるよう提
携法律事務所による通報法律相談サービスを行っています。これ
は、通報代行業務と公益通報に関する相談窓口を兼ねたアウト
ソーシングサービスです。

医学界の各専門分野を代表する医大の教授、名誉教授クラスの先
生方が総合相談医となり、セカンドオピニオンや必要に応じて優
秀専門臨床医の紹介を行います。また、24時間・年中無休の電話
健康相談、医療関連情報提供サービスを通じて、健康ライフをサ
ポートします。

ドクターオブドクターズネットワーク

復職判定について、精神科・心療内科の名医が復職に関するセカ
ンドオピニオンを実施、中立の立場で復職に関する意見書を提出
します。当社専門スタッフが復職に関して人事・労務部門をサポー
トします。

こころの専門医ネットワーク

認知症の「前駆段階」とされる軽度認知障害（MCI）を高精度で判
別するスクリーニングテストをより多くの方に受けて頂けるよ
う、テストシステムのご提供からテスト実施業務まで幅広く支
援します。

軽度認知障害スクリーニングテスト

心理カウンセラーが定期的に事業所を訪問し、「個人カウンセリ
ング」や「人事労務担当・管理職へのコンサルティング」「産業保
健スタッフ・人事労務担当との連携、会議への出席」「職場復帰支
援」を行い、企業におけるメンタルヘルス対策を、より有効かつ効
果的にサポートいたします。

定期訪問カウンセリング

メンタルヘルス研修サービス
組織の生産性向上やメンタルヘルス対策を推進する上で、「研修」
は重要な取り組みのひとつです。企業や団体ごと、職種や職場ご
とに抱えている課題や問題点に合わせた研修を実施することで、
メンタルヘルスの理解が深まり、組織全体の生産性向上へとつな
がっていきます。
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特集

男女雇用機会均等法
施行規則等が改正
改正内容と留意点を知り、女性の活躍を推進しよう

〈小笠原六川国際法律事務所 弁護士・小笠原耕司／片倉秀次〉
最先端レポート
日本初のPTSD治療指針
健康キーワード
ブルーライト
法律相談Q&A
うつ病が原因で欠勤しがちな社員を
配置転換や休職を経ずに
解雇しても問題はないか？

●日本全国（約16万件）の「専門病院」「大学病院」「地域の病院」
「クリニック〈開業医〉」等を無償で検索できます。

●専門医療検索ができます。
　「小児科系」「産婦人科系」「内科系」「耳鼻咽喉科系」「眼科系」

「整形外科系」「外科系」「歯科系」「泌尿器科系」「皮膚科系」
「脳神経外科系」「麻酔科系」「循環器科系」

●「人間ドック」と「メンタルヘルス」専門の検索ページがござ
います。

●先進医療に関する情報を検索できます。

……お気軽に、ご利用ください。

※PCおよび携帯電話の両者ともに、上記のURLにてアクセス可能です。但し、一部、PCおよび携帯電話では、インターネットブラウザの種類・バージョンまたは、機種等により、ご利用頂けない場合がありますの
で、予めご容赦願います。また、病院等の詳細情報の表示画面においても、地図表示の機能が対応されていない場合がありますので、併せてご容赦願います。

NTTドコモ、au、ソフトバン
クの携帯電話からのアクセ
スは、上記のQRコードをご
利用ください。

｢医療機関情報｣を一般公開しておりますのでご自由にご利用ください

［リンクして頂くURL］T-PEC医療機関検索  http://t-pec.jp/



数回の改正を経て現在に至る	
男女雇用機会均等法

　男女雇用機会均等法（「雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」。以
下、「雇均法」と略す）だが、そもそもは1972年に
公布・施行された勤労婦人福祉法を改正したものであ
り、その後数回の改正を経て現在に至っている。
　例えば、97年の改正では、それまで努力義務にと
どまっていた募集・採用、配置、昇進、教育訓練にお
ける差別を「禁止」し、紛争が生じた場合の調停の申
請方法を拡大し、雇均法違反があった場合には、社会
的制裁を加えることを目的とする違反企業の企業名公
表が盛り込まれたほか、積極的措置（ポジティブ・ア
クション）の奨励や、セクシュアルハラスメントへの
事業主の配慮義務が盛り込まれた。また、2006年6
月の改正では、性別による差別禁止の範囲が拡大され
（男性への差別も禁止）、セクシュアルハラスメント
への対策措置が義務化された。
　雇均法の制定を受けて、「雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施行規
則」や各指針が規定されているところ、今回の改正
は、この施行規則等の改正である。

改正内容と留意点を知り、女性の活躍を推進しよう
＜小笠原六川国際総合法律事務所　弁護士・小笠原耕司／片倉秀次＞

　2013年12月24日、男女雇用機会均等法施行規則等を改正する省令等が公布されました。これらについては、
本年7月1日から施行されることになっています。今回の改正は、雇用の分野における男女格差の縮小、女性の活
躍を一層推進するために行われるものです。
　男女雇用機会均等法施行規則等を改正する省令等が施行されるにあたり、具体的にどのような点が改正され
たのか、また企業として、どのような点に留意すべきかについて、小笠原六川国際総合法律事務所の小笠原耕
司弁護士と片倉秀次弁護士に、解説していただきます。

女性の活躍を	
より推進するための改正

　雇均法が遵守されているかについては、労働局雇用
均等室への相談件数が一つの指標となる。「平成24
年度男女雇用機会均等法の施行状況」によると、同年
度に雇用均等室に寄せられた雇均法に関する相談は
20,677件である。前年度比で2,600件程度減少して
いるものの（資料1）、依然として相当数の相談がなさ
れていることがわかる。
　また、相談内容の内訳としては、セクシュアルハラ
スメントが全体の48.3％を占めている（資料2）。そし
て、同年度において雇用均等室が7,696件の是正指導
を実施していることもわかる（資料3）。
　このような状況の下、働く女性の地位を向上させ、
女性の活躍をより推進させるために、雇均法の重要性
が増しているところ、2013年12月20日の雇用均等分
科会の答申を経て、今回の改正がなされた。その要点
は資料4のとおりである。以下、資料4の①～④に従っ
て解説を加えていく。

男女雇用機会均等法施行規則等が改正特集

資料1　労働局雇用均等室への相談件数の推移

資料2　雇用均等室へ寄せられた相談内容（件）

22年度 23年度 24年度

第5条関係
（募集・採用） 1,244（5.3％） 1,100（4.7％） 1,088（5.3％）

第6条関係（配置・昇進・降格・
教育訓練等） 561（2.4％） 493（2.1％） 475（2.3％）

第7条関係（間接差別） 82（0.3％） 67（0.3％） 47（0.2％）

第9条関係（婚姻、妊娠・出産
等を理由とする不利益扱い）

3,587
（15.3％）

3,429
（14.7％）

3,186
（15.4％）

第11条関係
（セクシュアルハラスメント）

11,749
（50.0％）

12,228
（52.5％）

9,981
（48.3％）

第12条、13条関係
（母性健康管理）

3,477
（14.8％）

3,169
（13.6％）

2,950
（14.3％）

第14条関係（ポジティブ・アク
ション） 300（1.3％） 225（1.0％） 403（1.9％）

その他 2,496
（10.6％）

2,592
（11.1％）

2,547
（12.3％）

合計 23,496
（100.0％）

23,303
（100.0％）

20,677
（100.0％）

資料3　事業者への是正指導件数の推移（件）

22年度 23年度 24年度

第5条関係
（募集・採用） 255（2.3％） 221（2.2％） 199（2.6％）

第6条関係（配置・昇進・降格・
教育訓練等） 114（1.0％） 126（1.3％） 160（2.1％）

第7条関係（間接差別） 3（0.0％） 1（0.0％） 0（0.0％）

第9条関係（婚姻、妊娠・出産
等を理由とする不利益扱い） 29（0.3％） 23（0.2％） 19（0.2％）

第11条関係
（セクシュアルハラスメント）

7,207
（63.8％）

6,393
（63.9％）

5,359
（69.6％）

第12条、13条関係
（母性健康管理）

3,652
（32.3％）

3,231
（32.3％）

1,957
（25.4％）

その他 40（0.4％） 13（0.1％） 2（0.0％）

合計 11,300
（100.0％）

10,008
（100.0％）

7,696
（100.0％）
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資料4	　男女雇用機会均等法施行規則を改正する省令等のポイント
①間接差別となり得る措置の範囲の見直し

総合職だけでなく、すべての労働者が対象となるとしたうえで、募集・採用のみならず、昇進や職種の変更についても、合理的な理由なく転居
を伴う転勤要件を設けることは、間接差別に該当することとなった。

②性別による差別事例の追加
性別を理由とする差別に該当する事例として、結婚していることを理由に職種の変更や定年の定めについて男女で異なる取扱いをしていると
認められる事例を追加した。

③セクシュアルハラスメントの予防・事後対応の徹底等
ⅰ) 職場におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれることを明示した。
ⅱ) 性別の役割分担意識に基づく言動をなくしていくことがセクシュアルハラスメントの防止の効果を高める上で重要であることを明示した。
ⅲ) 放置すれば就業環境を害するおそれがある場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や背景となってセクシュアルハラスメントが
       生じるおそれがある場合なども相談対応すべきことを明示した。
ⅳ) 被害者への事後対応の措置の例として、管理監督者または事業場内の産業保健スタッフなどによる被害者のメンタルヘルス不調への
       相談対応を追加した。

④コース等別雇用管理についての指針の制定
「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」(局長通達)をより明確な記述とした「コース等で区分した雇用管理を行うに当たって事

業主が留意すべき事項に関する指針」を制定した。

雇用均等室
雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対
策、職業生活と家庭生活の両立支援対策、パートタイム労
働対策等の施策を推進する機関であり、各都道府県労働局
内に置かれています。

資料1〜3：厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 雇用均等政策課
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① 間接差別となり得る措置の範囲の見直し

転居を伴う転勤を条件とする昇進や職種の変更は	
総合職以外でも「間接差別」のおそれ

　間接差別とは、性別以外の事由（労働者の身長や体重
など）を要件とする措置であって、他の性の構成員と比較
して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与える措
置を合理的な理由がないにもかかわらず講じることをいう。
つまり、性別によって直接的に差別していない場合でも、一
方の性の構成員に相当程度の不利益を与える措置であれ
ば、実質的に性別によって差別することと同じであると考
えられることから、これを「間接的に差別するもの」として、
「間接差別」と呼ぶ。
　事業主が間接差別に該当する行為を行った場合には、
雇均法第7条に違反することとなり、同法第29条に基づ
いて是正勧告等の対象となる。そして、この勧告に従わな
かった場合には、その事実が公表されることとなる（同法
第30条）。
　改正前の同法施行規則（以下、「施行規則」と略す）で
は、間接差別となるおそれがある措置として、以下の3つ
の措置が規定されていた。

①労働者の募集または採用に当たって、労働者の
身長、体重または体力を要件とするもの（施行
規則第2条第１号）
②コース別雇用管理における「総合職」の労働者
の募集または採用に当たって、転居を伴う転勤
に応じることができることを要件とするもの　
（同第2条第2号）

③労働者の昇進に当たって、転勤の経験があるこ
とを要件とするもの（同第2条第3号）

　今回の改正の対象は、上記②の施行規則第2条第2号
であり、コース別雇用管理における、いわゆる「総合職」の
募集または採用に係る転居を伴う転勤要件について、総

②性別による差別事例の追加

職種の変更や定年の定めの取り扱いで	
婚姻を理由に男女間で差別しないこと

　雇均法第6条は、以下のとおり規定している。

第六条 　事業主は、次に掲げる事項について、労働
者の性別を理由として、差別的取扱いをしては
ならない。 

一　労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含
む。）、昇進、降格及び教育訓練

二　住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生
の措置であつて厚生労働省令で定めるもの

三　労働者の職種及び雇用形態の変更
四　退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の
更新

　そして、雇均法第10条第1項では、厚生労働大臣がそ
の規定で定める事項に関して、適切に対処するために必
要な指針を定めることとなっている。

第十条 　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及
び前条第一項から第三項までの規定に定める
事項に関し、事業主が適切に対処するために
必要な指針（次項において「指針」という。）を
定めるものとする。

　この規定に基づいて定められた指針（「労働者に対する
性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事
項に関し、事業主が適切に対処するための指針」）では、労
働者に対する性別を理由とする差別に関して具体的な説
明がなされており、禁止される措置として具体的に明らかに
する必要があると認められるものについて規定されている。
　そして、この指針では、募集・採用（雇均法第5条関係）
や配置・昇進（雇均法第６条第１号関係）など、項目ごと
に禁止される措置が規定されているところ、今回の改正
によって、「職種の変更」（雇均法第6条第3号関係）及び
「定年」（雇均法第6条第4号関係）における措置が追加
修正された。
　具体的には、改正前の指針では、「女性労働者について
のみ、子を有していることを理由として、『一般職』から『総
合職』への職種の変更の対象から排除すること」について、

合職の限定を削除したうえで、昇進又は職種の変更が措
置の対象に追加するものである。
　これにより、「すべての労働者に関して、募集や採用
だけでなく、昇進や職種の変更に当たって合理的な
理由なく転居を伴う転勤要件を設けること」は、間接
差別となるおそれがある措置に該当することとなっ
た（下・「間接差別（施行規則第2条第2号）の対象につい
て」参照）。

転居を伴う転勤を昇進などの条件にしていないか？	
総合職以外の社員でも留意しよう

　これまでは、総合職以外の職種において、「転居を伴う
転勤に応じること」を要件とする措置を行っても、施行規
則に該当するものではなく、間接差別となるおそれがある
とはいえないと考えることができた。しかし、今回の改正に
より、すべての職種において、「転居を伴う転勤に応じるこ
と」を要件とする募集や採用に関する措置を行った場合に
は、間接差別となるおそれがある。
　また、募集や採用に関する措置だけでなく、「昇進や職
種の変更」も措置の対象に含まれることになったので、昇
進の際などにも、合理的な理由がないにもかかわらず、転
居を伴う転勤に応じることを要件とすることは、間接差別
に該当することになる。
　したがって、昇進の条件について内規を定めている場合
には、（合理的な理由がないにもかかわらず）「転居を伴う
転勤の可否」といった事項を定めることは避けるべきであ
る。また、昇進についての面接などでも、（合理的な理由が
ないにもかかわらず）転居を伴う転勤ができるかといった
事項を確認することにも留意する必要がある。
　他方で、転勤要件を定める場合には、会社としては、業
務との関連性等の客観的な必要性を説明できるようにし
ておくことが肝要である。

特集

「職種の変更に当たっての条件を男女で異なるものとして
いると認められる」事例として列挙されていたが、今回の
改正により、「女性労働者についてのみ、婚姻を理由とし
て、『一般職』から『総合職』への職種の変更の対象から
排除すること」についても、職種の変更に当たっての条件
を男女で異なるものとしていると認められる事例として規
定された。
　また、改正前の指針では、定年の引き上げに関して、厚
生年金の支給開始年齢に合わせて男女で異なる取扱い
をすることについて、「定年の定めについて、男女で異なる
取扱いをしていると認められる」事例として挙げられてい
たが、今回の改正により、これに加えて、既婚の女性労働
者のみ、異なる定年を定めることについても、「定年の定
めについて、男女で異なる取扱いをしていると認められる」
事例であると規定され、雇均法第6条第4号により禁止さ
れる行為であることが明らかとなった。

当局から指導がなされる可能性も	
人事の措置や実際の運用を見直そう

　今回の改正を受けて、一般職から総合職への職種の変
更に関して、女性労働者に対してのみ、「婚姻を理由とし
て」その対象から排除することは、雇均法第6条第3号に
違反すると考えられるため、そのような措置を行うことは避
けなければならない。実質的にそのような運用となってい
る場合にも、当局からの指導がなされる可能性があるため、
これを改める必要があると思われる。
　もっとも、同指針は、あくまで「女性労働者についての
み」婚姻又は子を有していることを理由として排除するこ
とを対象としていることには注意が必要である。
　また、2013年4月1日に「高年齢者等の雇用の安定等に
関する法律（高年齢者雇用安定法）」が改正され、会社に
は高年齢者の雇用について対応することが求められてい
る。この法律改正を受けて、定年を引き上げる会社もある
と思われるが、今回の改正で、既婚の女性労働者につい
てのみ異なる定年を定めることも雇均法第6条第4号に違
反することが明らかとなったので、定年引き上げの条件を
決める際には、特に注意が必要となる。

男女雇用機会均等法施行規則等が改正

＜改正前＞ ＜改正後＞

◆間接差別の対象労働者 コース別雇用管理の総合職に限定 ➡ 全ての労働者

◆間接差別の対象類型 募集や採用に関する措置に限定 ➡ 昇進や職種の変更に関する措置も含まれる

間接差別（施行規則第2条第2号）の対象について
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1	 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
（1）	セクハラの内容、あってはならない旨の方針の明

確化と周知・啓発
（2）	行為者への厳正な対処方針、内容の規定化と周

知・啓発
2	 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するため
に必要な体制の整備

（3）	相談窓口の設置
（4）	相談に対する適切な対応
3	 職場におけるセクシュアルハラスメントに係る
事後の迅速かつ適切な対応

（5）	事実関係の迅速かつ正確な確認
（6）	当事者に対する適正な措置の実施
（7）	再発防止措置の実施
4	 1～3までの措置と併せて講ずべき措置

（8）	当事者等のプライバシー保護のための措置の実
施と周知

（9）	相談、協力等を理由に不利益な取扱いを行って
はならない旨の定めと周知・啓発

　このように、職場におけるセクシュアルハラスメントを
防止するための措置が規定されているが、冒頭に述べた
ように、雇用均等室への相談においてセクシュアルハラス
メントに関する相談が約半数を占めているという現状に
も鑑みて、セクシュアルハラスメントの予防や事後対応を
徹底するために、今回の改正がなされた。
　その第一のポイントは、職場におけるセクシュアルハ
ラスメントには、同性に対するものも含まれることが明
示されたことである。具体的には、同性の上司が部下を
性的にからかったり、職場の飲み会などで衣服を脱ぐこ
とを求めたり、しつこく食事に誘ったりすることなどがこ
れに当てはまる。「セクシュアルハラスメントは異性に対
するもの」と捉えられてきたところがあるが、現実には同
性間でのセクシュアルハラスメントも存在することから、
これを明示したものといえる。
　また、セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景に、
性別の役割分担意識に基づく言動があると考えられる
ことから、こうした言動をなくしていくことがセクシュアル
ハラスメントの防止の効果を高める上で重要であると明
示された。性別の役割分担意識に基づく言動とは、例え

③セクシュアルハラスメントの予防・事後対応の徹底等

同性間のセクハラが存在することを明記	
性別の役割分担意識に基づく言動もNG

　セクシュアルハラスメントの規制について雇均法第11
条第１項は、「事業主は、職場において行われる性的な
言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労
働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性
的な言動により当該労働者の就業環境が害されること
のないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応
するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要
な措置を講じなければならない」と規定している（なお、
雇均法では、セクシュアルハラスメントという文言は用い
られていない）。
　そして、同法第11条第２項では「厚生労働大臣は、前
項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その
適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を定める
ものとする」と規定されており、その指針（事業主が職場
における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理
上講ずべき措置についての指針：平成18年10月11日厚
労告615号）において、セクシュアルハラスメントは、大き
く以下の２つのタイプに分けられている。

①対価型セクシュアルハラスメント
労働者の意に反する性的な言動（性的関係の強要、
腰・胸等に触る等）に対する労働者の対応により、その
労働者が解雇、降格、減給等の不利益を受けること。

②環境型セクシュアルハラスメント
労働者の意に反する性的な言動（当該労働者に関す
る性的な情報の流布、ヌードポスターの掲示等）により
労働者の就業環境が不快なものとなったため、能力の
発揮に重大な悪影響が生じるなどその労働者が就業
する上で看過できない程度の支障が生じること。

　また、上記指針において、職場におけるセクシュアルハラ
スメントを防止するために事業主が雇用管理上講ずべき
措置として、以下の9項目が定められている。

ば「男のくせに…」とか「女だから…」といった発言である。
　さらに、指針では、セクシュアルハラスメントに関して、
相談窓口を設置し、具体的な相談対応において、広く相
談に応じることを求めているが、今回の改正で、「放置す
れば就業環境を害するおそれがある場合」や「性別役割
分担意識に基づく言動が原因や背景となってセクシュア
ルハラスメントが生じるおそれがある場合」も、その対象
に含まれることが明記された。
　また、指針では事後対応の措置も求めているが、その
対応措置として、「管理監督者や事業場内の産業保健ス
タッフ等による被害者のメンタルヘルス不調への相談対
応」が追加された。

相談や事後対応の充実求められる	
外部への委任も検討すべき

　会社は、労働契約上の付随義務として、労働者が働き
やすい職場環境を整備する義務（職場環境配慮義務）
を負うところ、セクシュアルハラスメントが発生した場合
には、会社は上記義務の不履行に関する責任を負う可能
性がある。また、使用者責任（民法715条）を問われる可
能性もある。
　会社としては、今回の改正に合わせて、社員に対して、
異性間はもちろんのこと、同性間のセクシュアルハラスメ
ントについても行わないことを徹底し、また指針で求め
られているセクシュアルハラスメントに対する措置（相談
や事後対応等）をしっかりと行っていくことが求められる。
　なお、社内で対応することが難しい場合には、法律専
門家等の外部の第三者に委任することも検討するとよい
だろう。

④コース等別雇用管理についての指針の制定

指針中の「法に直ちに抵触する例」に注意	
「望ましい事項の例」を参考に雇用管理を

　コース等別雇用管理とは、その雇用する労働者につい
て、労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設定
し、コースごとに異なる配置・昇進、教育訓練、業種の変

更等の雇用管理を行うものをいう。一定の業務内容や専
門性等によりコースに類似した複数のグループを設定し、
処遇についてグループごとに異なる取り扱いを行うもの
及び勤務地の限定の有無により異なる雇用管理を行うも
のも含まれる。典型例としては、「総合職」と「一般職」
に分けて、それぞれの雇用管理グループごとに賃金、配
置、昇進等の処遇面で異なった取扱いをすることが挙げ
られる。
　コース等別雇用管理については、総合職は男性が多数
を占め、一般職は女性が多いという実態があるといわれ
ている。その是正を目的として、「コース等で区分した雇
用管理についての留意事項」(局長通達)が規定されてい
たが、今回の改正で、類似した内容ではあるものの、より
明確な記述をしたものとして、「コース等で区分した雇用
管理を行うに当たって事業主が留意すべき事項に関する
指針」が制定された。
　具体的には、「コース等の新設、変更又は廃止」や
「コース等別雇用管理における労働者の募集又は採用」、
「コース等別雇用管理における配置、昇進、教育訓練、
職種の変更等」と項目ごとに分けたうえで、それぞれ「法
に直ちに抵触する例」や「制度のより適正かつ円滑な運
用をするために留意すべき事項の例」、「労働者の能力
発揮のため実施することが望ましい事項の例」が列挙さ
れており、会社にとって避けるべき事項及び望ましい事
項が明らかとなっている。
　これらを踏まえ、会社としてはまず、雇均法との関係に
おいて、指針中の「法に直ちに抵触する例」に該当しない
よう、コース等別雇用管理を行う必要がある。
　また、雇均法の趣旨に適うコース等別雇用管理を行う
ためには、「制度のより適正かつ円滑な運用をするため
に留意すべき事項の例」や「労働者の能力発揮のため実
施することが望ましい事項の例」に従ったコース等別雇
用管理を行うことが望ましいといえる。

＊　＊　＊
　雇均法に関しては、施行規則や指針が重要な役割を
担っていることから、会社としては、改正された施行規則や
指針に従い、直接的ないし間接的にでも性別による差別を
防止することが求められている。

特集 男女雇用機会均等法施行規則等が改正
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　医師、看護職、カウンセラー、研究者などでつ
くる日本トラウマティック・ストレス学会は、PTSD
（外傷後ストレス障害：posttraumatic stress 
disorder）の治療指針を日本で初めて作成、昨年9
月に発表した。
　PTSDとは、災害や犯罪、虐待など、なんらかの
重大な出来事（トラウマ体験）を直接体験、もしくは
身近に目撃することによって生じる精神疾患のこと。
トラウマ記憶がしつこくよみがえる「侵入症状群」、
トラウマ記憶を思い出す人・場所・機会を回避する
「回避症状」や、自責・他責、不眠などの症状が1か
月以上続く場合、PTSDと診断される。うつ病、アル
コール依存などを合併するケースも多い。
　指針ではまず、トラウマ体験を「共感的に、丁寧に
聴く」ことが、患者の安心、信頼関係の構築のため
に重要であると指摘。そのうえで、PTSDの症状は
誰にでも起こり得るものであることを説明し、患者
の自責感情を軽減する必要性を説いている。
　指針ではまた、侵入症状や猛烈な不安が襲ってき
た場合に、患者が自己コントロール感を取り戻すう
えで、呼吸法、筋弛緩法、自律訓練法などの対処法
を知っていることが有用であるとしている。
　薬物療法については、抗うつ薬のSSRI（セロ
トニン再取り込み阻害薬）を推奨し、最低でも1
～2週間投与することを勧めている。一方、代表
的な抗不安薬であるベンゾジアゼピン系抗不安薬
については「PTSDの中核症状には無効である」
としている。なお、SSRI（商品名：パキシル）
は、指針発表時にはPTSD治療薬としての承認は
受けていなかったが、同学会と日本不安障害学会
の強い要望を受けて、厚生労働省は昨年11月22

日付けで承認している。
　世界保健機関（WHO）の調査によると、日本で
は一生のうちにPTSDになる人は、1.1～1.6％、20
～30歳代前半では3.0～4.1％となっている。WHO
ではさらに、PTSDは今後、劇的に増加し、将来、全
世界の障害原因の上位12位に入ると予想している。
その一方で専門医が少なく、適切な治療を受けられ
ない患者が多いのが現状だ。東日本大震災でも、被
災地では多数の人がPTSDを発症した半面、メンタ
ルヘルスの専門家の不足がクローズアップされた。
他の病気を併発してかかりつけ医を受診している場
合も多い。
　今回の指針は、こうした現状を受け、メンタルヘル
スを専門としないプライマリケア医でも、PTSDに
適切に対応してもらうために作成された。そのため
SSRIによる薬物療法についても、実は手放しで推奨
しているわけではない。指針では、PTSDの治療に
は本来、認知行動療法（congnitive behavioral 
therapy:CBT）が有用であるとしているが、CBT
の専門家はまだまだ不足している。同学会ではこう
した現状に鑑みて、「薬物療法のみに頼ることは良
くない」としながらも、「SSRIによる薬物療法は一
つの助けとして意味がある」との見解を表明してい
る。そして、治療効果が乏しい、あるいは自傷・自殺
行動があるなどリスクが高い場合には、ただちに専
門医に紹介することを勧めている。
　PTSDは、セクハラやパワハラでも発症する。
業務遂行上、トラウマ体験をする可能性のある職
場もある。従業員が業務遂行上トラウマ体験した
場合の対策づくりに取り組むことも、必要ではな
いだろうか。

最先端レポート

専門家の団体が日本で初めて
PTSDの治療指針を発表
SSRIも治療薬として承認
　日本初のPTSDの対応・治療指針が専門家の団体により策定された。指針は精神科を専門としないプラ
イマリケア医を対象としたもので、成人の患者への対応法などが簡潔にまとめられている。薬物療法では
SSRI（セロトニン再取り込み阻害薬）を推奨。これを受けてSSRIはPTSDの治療薬として承認を受けた。 強いエネルギーを持ち	

網膜に直接達する光
私たちが見ている光は、「可視

光線」と呼ばれる電磁波の一種で
す。

電磁波は波長によって名称が
異なります。波長が短い順にガン
マ線、紫外線、可視光線、赤外線、
マイクロ波、電波と名付けられ
ており、さらに可視光線の中でも、
色により波長が異なります。波長
の短い順に並べると、紫、青、緑、
黄緑、黄、橙、赤となります。紫
より波長が短くなると紫外線、赤
より波長が長くなると赤外線とな
り、人の目には見えなくなります。

ブルーライトとは、青色に相当
する波長の可視光線のことです。

その特徴としてまず挙げられる
のは、エネルギーが強いことです。
電磁波には、「波長が短いほどエ
ネルギーが強い」という特徴があ
るため、ブルーライトは、黄や赤
の光よりも強いエネルギーを持っ
ているのです。

もう一つの特徴は、網膜に直接
達することです。カメラにたとえ
ると、人間は、散乱している光を
角膜（フィルター）や水晶体（レ
ンズ）で屈折させ、網膜（フィル
ム）に集めることで物を見ていま
す。ところが、紫外線やブルーラ
イトのような強い光は、角膜や水
晶体で吸収されず、直接、網膜に

ブルーライトKeyword

健康キーワード

LEDディスプレーや照明の普及で
懸念されてきた人体への影響

達してしまうのです。
　ブルーライトは太陽光や蛍光灯、
白熱灯などにも含まれますが、特
に多く含まれるのがLED（発光ダ
イオード）です。

近年、パソコンや液晶テレビ、
ゲーム、携帯電話・スマートフォ
ンなどLEDディスプレーを凝視
する機会が増え、さらにはLED照
明の普及によって「ブルーライト
に長時間曝されるライフスタイ
ル」が定着しました。それに伴い、
「強いエネルギーを持ち、網膜に
直接達する」ブルーライトの人体
への影響が懸念されるようになっ
てきました。

網膜にダメージを与え	
加齢黄斑変性のおそれ
　人体への影響としてまず挙げら
れるのが、目の障害です。

ブルーライトを浴び続けると、
網膜の中心部にある「黄斑」がダ
メージを受け、「加齢黄斑変性」
を引き起こす場合があるといわ
れています。「物がゆがんで見え
る」「中心が暗く見える」「ぼや
けて見える」などの症状を来す加
齢黄斑変性は、アメリカでは65
歳以上の失明原因の第１位、日本
でも近年急速に増加しつつありま
す。その原因として、LEDディス
プレーによるブルーライト曝露の
増加が指摘されています。

そのほか、ドライアイや姿勢の

悪さが原因とされていたVDT作
業における目の疲れや首、肩の凝
りにも、ブルーライトが関係して
いるという説があります。ブルー
ライトは散乱しやすく眩しさやチ
ラつきが生じやすいため、脳はピ
ント合わせに苦労します。強いエ
ネルギーを受けるために瞳孔を縮
めようとして目の筋肉も酷使され
ます。これが目の疲れや首、肩の
凝りにつながるというわけです。

サーカディアンリズムが崩れ	
睡眠障害を引き起こす

サーカディアンリズム（体内時
計）への影響も、大きな懸念点で
す。日が昇って網膜が強いブルー
ライトの刺激を受けると、メラト
ニン（睡眠誘発ホルモン）の分泌
が抑制され人間は覚醒して行動し
ます。日が沈むとメラトニンの分
泌が増加し、睡眠に誘導されます。
このようにブルーライトはもとも
と人間に必要な光ですが、夜間も
ブルーライトにさらされる生活に
なると、このリズムが崩れ睡眠障
害につながります。さらにサーカ
ディアンリズムの崩れは、糖尿病
やがん発症のリスクを高めるとい
う説もあります。
　ブルーライトの人体への影響
は、研究が始まったばかりで、大
きな影響はないとする説もありま
す。しかし、職場でも家庭でもブ
ルーライトを浴びずに生活するの
が不可能な以上、従業員の健康管
理を考えるうえで、常に最新動向
をチェックすることは必要ではな
いでしょうか。
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うつ病が原因で欠勤がちな社員を
配置転換や休職を経ずに
解雇しても問題はないか？

うつ病が原因で欠勤が度重なる社員がいます。就業規則の解雇事
由「精神又は身体の障害により業務に堪えられないと認められたと
き」「業務上止むを得ない必要が生じたとき」に該当するため解雇
したいのですが、配置転換や休職を経ずに解雇しても問題はないの
でしょうか？

Question

業務災害の場合は解雇は制限される
私傷病でも配転や休職制度適用が原則

Answer

回答者  小笠原耕司 弁護士

1984年、一橋大学法学部卒業。現在、
小笠原六川国際総合法律事務所の代
表弁護士を務めるほか、青山学院大
学講師として教壇に立つ。講演やセミ
ナー等でも活躍し、内容は企業・金融
法務の実務に即したものから社員の
メンタルヘルスや労務管理、人材面を
主眼とした法律問題まで幅広い。著書
は「安全配慮義務違反を防ぐための
EAP（従業員支援プログラム）導入の
すすめ」（清文社）ほか多数。

Respondent

法律相談

本誌では企業、従業員を取り巻く不
安要因を法律的側面より支援し、理
解を深めていただくために、企業の
とり得る対策等について当社顧問
弁護士で、小笠原六川国際総合法
律事務所代表弁護士を務める小笠
原耕司氏を回答者とし、読者からの
相談に答えていただいた。

　社員がうつ病に罹患した場合には、
まず、うつ病の原因を調査する必要
があります。うつ病が業務に関連し
て発生した場合には解雇は制限さ
れます。業務に関係のない私傷病の
場合でも、配置転換や休職の制度を
適用することが原則になり、安易な
解雇はできません。
　今回の設問のケースにおいては、
上記の通りうつ病が業務災害に基
づくものか、それ以外の原因に基づ
く私傷病かの2つの場合に分けて考
える必要があります。
　当該判断にあたっては、「心理的
負荷による精神障害の認定基準」

（平成23年12月26日厚生労働省
労働基準局長基発1226第1号）に
依拠することになります。本基準で
は、精神障害を引き起こす業務上の
心理的負荷として、「特別な出来事」
と「特別な出来事以外」のものが列
挙されています（資料参照）。

１　業務災害の場合
　上記認定基準に鑑みて、業務が
原因でうつ病が発症したといえる場
合には、療養のために休業する期
間及びその後30日間は解雇ができ
ません（労働基準法19条）。会社が
必要な療養を行うか、療養費用を負
担したうえで、打切補償（療養開始
後3年を経過した後に、平均賃金の
1200日分の支給を行って、それ以
上の補償を打ち切ること）を行った
場合や症状が固定した後に解雇事
由に該当した場合には、解雇自体は
可能になります。ただこの場合でも、
客観的に合理的な理由を欠き、社会
通念上相当でない解雇は無効とさ
れます（労働契約法16条）。

2　私傷病の場合
　うつ病により欠勤が度重なり、就
業規則上の解雇事由（「精神又は身
体の障害により業務に堪えられない
と認められたとき」「業務上止むを

得ない必要が生じたとき」など）に該
当した場合でも慎重に検討する必要
があります。
　就業規則において別途私傷病欠
勤が長期に及ぶ場合の休職制度及
び配転制度が規定されている場合
には、これらの制度が活用できるか
どうか、十分に検討したうえでなけれ
ば、解雇の合理性は認められないと
言えます。すなわち解雇は最終手段
として検討されなければなりません。
　裁判例でも、就業規則上の「精神
又は身体の障害により業務に堪えら
れない」場合とは、「休職・配転制度
の活用を配慮してもなお会社の業務
に堪えられないと認められる客観的

な精神又は身体の障害事由のある
場合」をいい、慢性胃腸炎のため欠
勤が重なった社員につき休職・配置
転換の措置を採らずに行った解雇は
無効であると判断されています（東
京地裁昭和45年3月10日判決）。
　他方、私傷病により低酸素脳症に
よる高次脳機能障害を負った労働
者について、業務遂行能力を喪失し
ていたとして休職命令を発すること
なしに解雇したことは相当性を欠く
ものではない、とした事例（東京地方
裁判所平成18年2月6日判決）もあ
ります。
　しかし、この平成18年の裁判例の
ように病状や医師の診断結果からし

て、「明らかに就労能力を喪失して
いる」と認められるような事案でな
い限りは、配転や休職を検討すべき
と言えます。
　労働安全衛生法においても、健康
診断の結果異常の所見があると診
断された労働者に関しては、就業場
所の変更、作業の転換、労働時間の
短縮等の措置を講じなければならな
いとされています（労安衛法66条の
5）。したがって事業者において、適
切に配転や休業など労働者の健康
に配慮した措置を採らなければ、安
全配慮義務違反として損害賠償を
請求されるおそれもありますので、
注意が必要です。

資料　業務による心理的負荷について
■特別な出来事
特別な出来事の類型 特別な出来事の類型心理的負荷の総合評価を「強」とするもの

心理的負荷が
極度のもの

◦生死にかかわる、極度の苦痛を伴う、又は永久労働不能となる後遺障害を残す業務上の病気やケガをした
（業務上の傷病により6か月を超えて療養中に症状が急変し極度の苦痛を伴った場合を含む）

◦業務に関連し、他人を死亡させ、又は生死にかかわる重大なケガを負わせた（故意によるものを除く）
◦強姦や、本人の意思を抑制して行われたわいせつ行為などのセクシュアルハラスメントを受けた
◦その他、上記に準ずる程度の心理的負荷が極度と認められるもの

極度の
長時間労働

◦発病直前の1か月におおむね160時間を超えるような、又はこれに満たない期間にこれと同程度の（例え
ば3週間におおむね120時間以上の）時間外労働を行った（休憩時間は少ないが手待時間が多い場合等、
労働密度が特に低い場合を除く）

■特別な出来事以外
出来事の類型 具体的出来事（太字は平均的な心理的負荷の強度が「強」とされるもの）

①事故や災害の体験 ◆(重度の)病気やケガをした ◆悲惨な事故や災害の体験、目撃をした

②仕事上の失敗、過
重な責任の発生等

◆業務に関連し、重大な人身事
故、重大事故を起こした
◆会社の経営に影響するなど重大
な仕事上のミスをした

◆会社で起きた事故、事件につい
て、責任を問われた

◆自分の関係する仕事で多額の損
失等が生じた

◆業務に関連し、違法行為を強要
された

◆達成困難なノルマが課せられた
◆ノルマが達成できなかった
◆新規事業の担当になった、会社

の建て直しの担当になった

◆顧客や取引先から無理な注文を
受けた

◆顧客や取引先からクレームを受
けた

◆大きな説明会や公式の場での発
表を強いられた

◆上司が不在になることにより、
その代行を任された

③仕事の質・量

◆仕事内容・仕事量の（大きな）
変化を生じさせる出来事があっ
た

◆1か月に80時間以上の時間外労
働を行った

◆2週間以上にわたって連続勤務
を行った

◆勤務形態に変化があった
◆仕事のペース、活動の変化が

あった
◆退職を強要された
◆配置転換があった

◆転勤をした
◆複数名で担当していた業務を1

人で担当するようになった
◆非正規社員であるとの理由等に

より、仕事上の差別、不利益取
扱いを受けた

◆自分の昇格・昇進があった
◆部下が減った
◆早期退職制度の対象となった
◆非正規社員である自分の契約満

了が迫った

◆（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は
暴行を受けた

◆上司とのトラブルがあった
◆同僚とのトラブルがあった
◆部下とのトラブルがあった
◆理解してくれていた人の異動が

あった
◆上司が替わった
◆同僚等の昇進・昇格があり、昇

進で先を越された

④セクシュアル
ハラスメント

◆セクシュアルハラスメントを受けた

（平成23年12月26日 厚生労働省 基発1226第1号「心理的負荷による精神障害の認定基準について」から作成）
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